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はじめに

平成28年度に実施された「地方公共団体の防災対策
支援のための気象予報士活用モデル事業」における龍
ケ崎市での活動、及び平成29年度に龍ケ崎市が独自に
実施した「気象防災アドバイザー業務委託事業」にお
ける活動等をもとに、

地方自治体の防災担当の現場で、気象予報士として
どのような対応をしてきたかをご紹介し、

地方自治体における「気象防災アドバイザー」には
どのような役割が求められているかについてお話しま

す．



派遣気象予報士
事前研修

近年の主な気象災害と防災気象情報の充実等の経過

平成16年 平成17年 平成18年 平成19年 平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年
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避難勧告等の判断・伝達マニュアル作成ガイドライン（平成17年3月）
市町村が行う避難勧告等の判断により適合した内容や
タイミングによる警報等の発表が必要

宮崎、北海道
佐呂間で竜巻

局地的大雨による災害多発、
８月末豪雨

大雨災害における避難のあり方等検討会報告

平成18年豪雪

中国・九州北部豪雨、
兵庫県佐用町の水害

新潟・福島豪雨
福井豪雨
台風10個上陸

避難勧告等の判断・伝達マニュアル作成ガイドライン（平成26年9月）

新燃岳噴火

二次細分区域拡充、大雨警報の重要変更、降水短時間予報の高度化など

東日本大震災

土砂災害緊急情報

茨城・栃木等竜巻、九州北部豪雨

新潟・福島豪雨、台風第12号

災害時の避難に関する専門調査会報告

平成26年8月豪雨
（広島土砂災害）

土砂災害警戒情報（鹿児島で開始）

土砂災害警戒情報（全国運用）

突風等短時間
予測情報利活用
検討会

指定河川洪水
予報改善（レベル化）

高温注意情報

市町村警報・注意報

大雨警報等の基準に
土壌雨量指数、流域雨量指数を導入

気象レーダー観測を５分ごとに

５日先まで台風進路予報

御嶽山噴火

平成27年

防災気象情報の改善に関する検討会

土砂災害への警戒の呼びかけに関する検討会

竜巻等突風予測情報改善検討会竜巻注意情報

H25.3北海道暴風雪
H25.7-8特別警報相当大雨
H25.9埼玉・栃木等で竜巻
H25.9特別警報(台風18号)
H25.10伊豆大島土砂災害
H26.2関東甲信地方等大雪

目撃情報を活用した竜巻注意情報

特別警報

高解像度降水
ナウキャスト

土砂災害警戒
判定メッシュ情報

交通政策審議会気象分科会（局地的大雨）
本省 新たなステージに対応した防災・減災のあり方

平成16年度
国土交通省政策レビュー
➢ 防災活動の段階に適合した防

災気象情報を発表する。
➢ 市町村長の避難勧告等の判

断や住民の避難行動を一層支
援する。

➢ 土砂災害、洪水に関する警報
等の高度化を図る。

➢ 市町村等の行政単位を対象と
した警報等の発表をめざす。

気象審議会第21号答申（平成12年度）
「２１世紀における気象業務のあり方」

平成27年9月
関東・東北豪雨

気象分科会 「新たなステージ」に対応した
防災気象情報と観測・予測技術のあり方

総合的な土砂災害対策の推進

水害時の避難・
応急対策検討

（「平成28年4月派遣気象予報士事前研修」資料より）

http://www.jma.go.jp/jma/


「防災効果を向上させるための取組としての地方
公共団体への支援」について、以下のような提言

がなされた．

「気象庁は、市町村の支援をより幅広く推進して
いく観点から、気象庁のみならず、民間の気象事
業者や気象予報士等にも積極的に協力を求め、市
町村を支援するための取組を効果的に進めていく
必要がある」

交通政策審議会気象分科会からの提言
（平成27年７月29 日）

「「新たなステージ」に対応した防災・減災のあり方」

についての指摘



・ モデル事業の結果を分析して、市町村の防災対応の現場
に気象予報士がいることの有効性を確認する．

・ 全国の市町村に本モデル事業について周知することで、各
地方公共団体が自ら気象予報士等を活用することにより、防
災対応のレベルアップを図ることが期待される．

・ 地点の選定： 全国的な地域バランスや過去の大雨警報
発表、近年の災害発生状況、さらに防災体制等を勘案．

龍ケ崎市（茨城県）、三条市（新潟県）、伊豆市（静岡県）、
廿日市市（広島県）、諫早市（長崎県）、出水市（鹿児島県）．

「地方公共団体の防災対策における
気象情報利活用検討会」 における検討

（座長：牛山素行 静岡大学防災総合センター教授）



「地方公共団体の防災対策支援
のための気象予報士活用モデル事業」

「気象庁は、市町村の支援をより幅広く推進していく観点から、気象庁
のみならず、民間の気象事業者や気象予報士等にも積極的に協力を
求め、市町村を支援するための取組を効果的に進めていく必要がある」

（「交通政策審議会気象分科会」の提言より）

（気象庁より）



①平常時
・ 地域防災計画や防災マニュアル等の作成、改善支援．
・ 防災訓練等への協力．
・ 職員を対象とした気象解説や防災気象情報に関する
講習会．

・ 地域住民等を対象とした防災教育活動．
・ その他、気象に関するアドバイス 等．

②大雨等顕著な気象現象時
・ 大雨が見込まれる以前の段階からの気象状況の監視．
・ 気象状況の変化や気象台が発表する各種気象情報
について、市町村に特化した解説等の実施（首長の避
難勧告等の判断の根拠となりうる材料の提供等）．

「モデル事業」における気象予報士の業務



「モデル事業」における気象予報士の活動

（龍ケ崎市の例）

龍ケ崎市の地勢
北部の台地（稲敷台地）

（標高１５～２５ｍ）

南部の低地（小貝川・利根川低地
（標高３～６ｍ）

龍ケ崎市の近年の主な
災害

昭和56年 小貝川決壊

昭和61年 小貝川決壊

平成21年 竜巻

平成25年 土砂災害



防災担当部署の位置づけ （危機管理監・危機管理課）

※危機管理監・課は
市長直轄！



災害発生時の情報伝達等の系統

勤務時間内

勤務時間外



龍ケ崎市における
気象予報士の主たる業務

「防災気象情報解説担当」として、 気象庁から出
される防災気象情報を、これまで以上に有効に
活用して、自治体の防災活動に役立てるお手伝
いをする．

★ 平常時の活動

★ 災害発生時、又は災害発生が
予想される時の活動



（１） 危機管理室職員等の防災担当者への講習

（２） 地域防災計画の見直し等の支援

（３） 防災訓練等への協力

（４） 防災関連施設等の現地視察

（５） 市役所の一般職員への講習

（６） 部外機関や団体における講演

（７） 小中学校における防災の授業

★ 平常時の活動

★ 災害発生時又は災害発生が予想される時の活動

（１） 防災気象情報の収集・解析及び必要に応じてホットラインによる
水戸地方気象台との連絡等．

（２） 対策本部における気象情報の解説．

（３） 危機管理監と協議しつつ、防災対応について本部長への具申．



危機管理室職員及び防災担当者への講習

（１） 防災気象情報の把握を目的として 毎朝、始業前に 当日か
ら翌日にかけての天気予報、および１週間先までの気象状況に
ついて、天気図の解釈等を含めて一連の流れとして解説（ 9月

は、危機管理室職員による実習として実施） ．

解説に使う資料は 「防災情報提供システム」を基本として、

気象庁ホームページを併用．

（２） 毎朝の気象の解説の他に、 「防災情報提供システムの講習
会」を週に1回、また「気象情報理解のための気象知識の基礎的

な勉強会」を月に1回実施．

なお、これらの講習会には危機管理室職員の他、災害対策
本部設置時に 「情報収集班」を担当する危機管理室以外の部

署の職員（納税課や税務課など）も参加した．



防災訓練等への参加

（１） 6月5日（日）：「平成
28年度龍ケ崎市合同
防災訓練（水防訓練）」

（２） 消防ポンプ操法競技大会

（３） 地域の防災訓練（馴柴小学校区）

（４） 龍ケ崎市市民防災フェア2016年講演会

その他の各種行事へもできるだけ参加した．



（１） ハザードマップ等をもとに、土砂災害危険地域等の現地を視
察し、土砂災害や浸水害などの災害に対しての脆弱性等を

職員とともに確認．

（２） 国土交通省河川事務所や地域住民と合同で実施する小貝

川河川点検等に同行し、現状確認．

（３） 防災行政無線設備やアメダス観測点・地震計等の観測設

備の視察．

（４） 市内の排水ポンプ場視察．

（５） 「霞ヶ浦流域大規模氾濫に関する減災対策協議会」オブ

ザーバー出席．

防災関連の現地視察等



・ 市役所の一般職員への講習

・ 部外機関や団体における講演

・ 「防災気象情報の上手な利活用に向けて」という主旨で、

市役所職員への講習会や下記の機関・ 団体で講演．

稲敷地方広域市町村圏事務組合「水防協議会」
龍ケ崎市防災会議
龍ケ崎市婦人防火クラブ協議会
竜ヶ崎警察署（2回）
稲敷地方広域市町村圏事務組合議会
龍ケ崎市消防団第3回部長以上会議
龍ケ崎市市民防災フェア2016講演会
自主防災組織連絡協議会
経営者モーニングセミナー
龍ケ崎市議会



以下に示す20枚ほどの図は、市
役所職員への講習や、部外機関
・団体における講演で用いた主な
資料です．



防災気象情報について

（気象庁より）



気象現象の経過と防災気象情報発表そして対応



（気象庁より）

「大雨に関する気象情報」発表段階の防災対応や住民の行動



「大雨注意報」発表段階での防災対応や住民の行動

（気象庁より）



「大雨警報」発表段階での防災対応や住民の行動

（気象庁より）



「大雨特別警報」発表の段階での対応や行動

（気象庁より）



「平成27年9月関東・東北豪雨」の例
（降水の経過（鹿沼市）と防災情報の発表状況）

（気象庁より）



大雨によって引き起こされる災害

・ 土砂災害の危険度は → 「土壌雨量指数で判断する」
・ 浸水害の危険度は → 「表面雨量指数で判断する」
・ 洪水害の危険度は → 「流域雨量指数で判断する」

（気象庁より）



・ 都道府県と気象庁が共同で、市町村長の避難勧告や住民の自
主避難の判断を支援するために、市町村を特定して警戒を呼び

かける情報．

・ 土砂災害警戒情報が発表されたときは、土砂災害発生の危険
度が高まっている領域を土砂災害警戒判定メッシュ情報で確認

できます．早めの避難などに活用できます．

「土砂災害警戒情報」

大雨警報（土砂災害）
が発表されている状況
で、土砂災害発生の危
険度がさらに高まった
ときに発表される．

（気象庁より）

土砂災害から身を守るために



平成26年10月6日9時の例

5km四方の領域毎に、土
砂災害発生の危険度を 5
段階に判定した結果を表示．

避難にかかる時間を考慮
して、危険度の判定には2
時間先までの土壌雨量指
数等の予想を用いている．

土砂災害の危険度を監視 ⇒「土壌雨量指数」



土砂災害から身を守るために

① 普段から地域の危険度を把握
土砂災害危険箇所・土砂災害警戒区域等を確認しておく．

② 雨が降り出したら防災情報等に注意
自治体から発表される情報とともに、土砂災害警戒判定メッ

シュ情報を使って、土砂災害発生の危険度の高まりを確認．

③ 早めの避難行動が重要
少しでも安全な場所へ避難することが基本． （気象庁より）



浸水害の危険度を監視 ⇒「表面雨量指数」

（気象庁より）

・短時間強雨による浸水
害の高まりを把握する
指標．降った雨がどれ
だけ溜まっているかを
指数化している．

浸水害の恐れのある危険な場所



（気象庁より）

気象庁ホームページにおける
「浸水害」の危険度分布」の表示イメージ



河川の上流域に降った雨により、どれだけ下流の対象地点の洪水危険度が高まるかを把握
するための指標．
全国の約20,000河川を対象に、河川流域を１km四方の格子（メッシュ）に分けて算出する．

（気象庁より）

洪水害の危険度を監視 ⇒「流域雨量指数」



洪水害避難のタイミングをつかむための情報

（気象庁より）



気象庁ホームページにおける
「洪水警報の危険度分布」の表示イメージ

（気象庁より）



防災気象情報の改善が急速に進んでいる
① 社会に大きな影響を与える現象については、 可能性
がそれほど高くなくともその発生の可能性を積極的に伝えて

いく．
→ 「数日先に警報級の現象になる可能性」
を発表．

② 危険度やその切迫度を認識しやすくなるように、分かりや

すい情報の提供．
→ 大雨による「危険度の推移」を時系列で、
「危険度を色分け」表示して発表．

このような情報を防災・減災に有効に活用する．



数日先の「警報 級の可能性」 について発表

（気象庁より）



（気象庁より）



（１） 防災気象情報の収集．

必要に応じて水戸地方気象台への照会等．

（２） 対策本部における気象情報の解説．

（３） 危機管理監と協議しつつ、防災対応について本

部長への具申．

★ 災害発生時又は
災害の発生が予想された時
の活動



① 7月14日：大雨洪水警報による警戒本部設置

② 8月16～17日：台風第７号による災害対策本部設置

③ 8月18日：土砂災害警戒情報発表に災害対策本部設

④ 8月22～23日：台風第９号による災害対策本部設置

⑤ 8月29～30日：台風第10号による災害対策本部設置

⑥ 9月7～8日：台風第13号による警戒本部設置

⑦ 9月20日：台風第16号による警戒本部設置

平成28年モデル事業中に

「警戒本部」以上で対応したケース



防災対応実施の例（１） 台風7号接近通過に際して
8月16日（火）午前～午後の防災気象情報



16日
15:30：災害対策本部設置．

気象状況の解説を実施．

15:55：「避難準備情報」発令．

20:57：『大雨（浸水害）・洪水警報』
発表．
気象状況の解説を実施．

17日
06:35：『大雨（浸水害）・洪水警報』解除．

災害対策本部廃止．

8月16日（火）～17日（水）の対応



15:12：『大雨（土砂災害・浸水害）・洪水警報』発表．
15:15：警戒本部設置．

15:27：『土砂災害警戒情報』発表．
気象状況の解説を実施．

15:30：災害対策本部設置．『避難勧告』発令．

18:03：『土砂災害警戒情報』解除．
大雨（浸水害）・洪水警報は継続．

18:30：災害対策本部廃止、警戒本部とする．
『避難勧告』解除。

21:28：『大雨（土砂災害・浸水害）・洪水警報』解除．
21:30：警戒本部廃止．

防災対応実施の例（２）
（8月18日（木）の不安定な大気による大雨対応）



防災対応実施の例（３） 8月29日（月）～30日（火）

台風第10号の接近通過に際して



29日13:00：災害対策本部設置．
気象状況の解説を実施．

16:00：「避難準備情報」発令．

30日04:37：『大雨（浸水害）、洪水警報』発表．
気象状況の解説を実施．

11:46：『大雨（浸水害）、洪水警報』解除．

12:00：災害対策本部廃止．

8月29日（月）～30日（火）の対応



龍ケ崎市における「モデル事業の成果」と考えられる点

① 「防災情報提供システム」を積極的に活用して情報収
集し、気象状況の把握に努めており、防災担当職員の

気象情報への理解が進んだ．

② 毎日の天気予報や気象庁のホームページも、これまでと
は違った視点で見るようになり、防災気象情報を含めて、

気象情報に関心が深まった．

③ 今後災害が発生しそうな状況の時に、気象情報へ敏感

な対応が期待できる．

④ 部外機関や団体における講演や小・中学校での防災授
業等を通して、限られた範囲ではあるが気象防災知識の
普及・啓発に努めることができた．



モデル事業を経験して
・ 龍ケ崎市においては、幸いにも大きな災害をもたらすよう
な気象現象はなかったが、今回の経験で災害の発生が予想
された時、防災気象情報をどのように解釈すればよいかとい
うことを防災担当者が深く考えることができたと思う．

・ 防災気象情報は、あくまでも首長が避難勧告等を決断す
る際の判断材料の一つである．情報の解説等にあたっては、
気象防災アドバイザーとしての役割・職分を十分意識して行
う必要がある．

・ 日ごろから地元気象台との連携を深めていることは重要．
平常時からの連携を深めておくことで、大雨等の防災対応
時には円滑な相互連絡も取りやすく、防災気象情報のより一
層の活用が可能となる．



気象庁による
「モデル事業について総括」

（気象庁による「モデル事業の総括」より）



１） 専門家としての知見： 気象に関する専門知識は必須で、加えて防
災制度や防災気象情報に関する知識も求められる。

２） 地域特性の把握： 市町村の防災対応を支援するためには、当該
市町村の地勢や気象特性、インフラ整備等の実情を把握しておく必要
がある。

３） 説明力： 市町村の防災対応を支援するためには、当該市町村が
必要とする情報を提供できることが求められ、市町村職員や幹部へ状
況を的確に説明できる能力が求められる。

４） 信頼性の構築： 市町村において業務を実施するうえで、市町村職
員との信頼関係の構築は極めて重要。 また市町村内の幅広い年代
の住民への対応も求められる。そのためには市町村の業務の進め方へ
の対応や、市民の目線に合わせることのできる柔軟性が求められる。

市町村の防災対応の現場で
気象予報士に求められるもの

（気象庁による「モデル事業の総括」より）



終わり


